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要約

　コロナ禍により日常生活や働き方が大きく変化し、メンタルヘルスにも大きな影響を与えた。

一方でコロナ禍での労働者を対象にした先行研究は2020年秋時点で絶対数が少ない状況で

あった。本研究はコロナ禍での労働者の抑うつに影響を与える要因を検討し、抑うつ予防に寄

与する提言を行うことを目的とした。調査は2020年9 ～ 10月に某建設会社および調査会社に

登録された労働者を対象にWeb調査を実施し、最終的に1352名から回答を得た。調査項目は

基本属性、生活習慣、コロナへの意識・態度、働き方、家庭環境、仕事パフォーマンス、心理

的要因（認知的評価・セルフコントロール）、抑うつ（CES-D）であった。解析方法はCES-D

を被説明変数として多重ロジスティック回帰分析を実施した。その結果、抑うつに影響を与え

る要因として、コロナ前と比較して仕事パフォーマンスの悪化、収入不安、重症化不安、改良

型セルフコントロールの低さ、調整型セルフコントロールの低さ、脅威性の評価の高さ、コミッ

トメントの低さ、コントロール可能性の低さが挙げられた。本結果から、抑うつ予防には過度

な不安を感じることを防ぐことや仕事パフォーマンス向上、認知的評価とセルフコントロール

の改善が重要であることが示唆された。そのためには「直面する変化や問題に圧倒されず、適

切に対処できるための個人内外の資源の充実を図ること」が重要と考えられる。
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Ⅰ．はじめに

　新型コロナウィルス（COVID-19）の感染
拡大は労働者の日常生活のみならず、働き方
や雇用・収入面に大きな影響を与えた。それ
に伴い、メンタルヘルス不調が大きな問題と

なっており、コロナ禍前の2019年と比較し、
2020年の心理的ストレスの割合が26.9％か
ら48.1％へと増加していた（Yamamoto et 
al, 2020）。またメンタルヘルス不調の中で
も、特に抑うつは「コロナうつ」と一般的
に呼ばれるくらいにコロナ禍で大きな問題
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となっており、Ettman et al （2020）による
と、米国の一般成人を対象にした調査では抑
うつの有病率がコロナ禍前の 3 倍であった
ことを明らかにしている。また、国内での
抑うつの有病率においても、コロナ禍前の
7.9％に比べ、17.3％と増加していた（OECD, 
2021）。
　以上のように、コロナ禍でのメンタルヘル
スへの影響は非常に大きく、それに伴いコロ
ナ禍でのメンタルヘルス不調に関連する要因
を明らかにする研究は現時点で数多く存在す
る。しかし、コロナ 1 年目である2020年当
時は医療従事者以外の一般労働者を対象とし
たコロナ禍でのメンタルヘルスに関する研究
の絶対数が不足しているという問題が課題と
なっており（佐々木・川上, 2021）、どの要
因がメンタルヘルス不調と関連しているのか
についての具体的情報が少なく、またメンタ
ルヘルス不調を予防するには具体的に何をす
ればよいのかという提言も少なかった。
　本研究は上記の状況に伴い、労働者のメン
タルヘルス、とりわけコロナ禍で問題となっ
ている「抑うつ」に影響を与える働き方や生
活状況、そして心理的要因を探索的に検討し、
コロナ禍での労働者の抑うつ予防に寄与する
提言を具体的に行うことを目的とする。中で
も今回、心理的要因については出来事の捉え
方である「認知的評価」と自発的に自己の行
動をコントロールする「セルフコントロール」
に焦点を当てる。その理由として、同じスト
レスフルな状況に直面しても、物事の捉え方
や対処の仕方で個々のストレス反応が異なる
ためである（Lazarus & Folkman,1984）。

Ⅱ．方法

1．調査の手続き
　2020年 9 月14日～ 10月 8 日に某建設会
社 1 社（732名）および株式会社クロスマー

ケティング調査会社に登録された労働者
（900名）を対象に調査を実施した。本調査
はGoogleフォームを用いた無記名式のWeb
調査で実施した。対象者にWeb上で調査に
ついての説明および倫理的配慮についての説
明を提示し、同意できる場合には同意欄に
チェックしてもらい、それを持って同意が得
られたものとして調査を実施した。

2 ．対象者
　調査対象者は1352名（某建設業：452名

（回答率61.7％）、クロスマーケティングに
よるWeb調査：900名）が回答し、そのうち
分析対象者は同意が得られない者もしくは回
答に不備があった者を除いた1348名（男性：
826名、女性：522名）であった。

3 ．調査項目
（1）個人要因
　①基本属性

年齢、性別、職位、業種、従業員数、
勤務地について尋ねた。

　②生活習慣
睡眠時間、通勤を含む20分以上に相

当する運動習慣、喫煙、飲酒の頻度につ
いて尋ねた。

　③コロナへの意識・態度
感染不安、重症化不安（感染して、重

症化するか）、基礎疾患、不要不急の外出、
収入不安、東京オリンピックの開催の予
測、マスクなしでの人との接触について
尋ねた。

（2）環境要因
　①働き方

テレワークの頻度、ICT会議の割合、
1 日平均の残業時間、休日出勤、仕事
のストレスについて尋ねた。

　②家庭環境
同居家族の有無、家族内の重症化リ
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スク者の有無、 8 歳以下の子供の有無、
65歳以上の高齢者の有無について尋ね
た。

（3）抑うつ度の評価
島ら（1985）のうつ病自己評価尺度

CES-D（The Center for Epidemiologic 
Studies Depression Scale）を用いた。CES-
Dはここ 1 週間の状態を20項目 4 件法

（0.ない～ 3.週 5 以上）で尋ね、得点が
高いほど、抑うつ度が高い。60点満点
でカットオフは15/16で、16点以上で「抑
うつあり（気分障害群）」と評価される。

（4）心理的要因
　①セルフコントロール

杉若（1995）のRedressive-Reformative 
Self-Control Scale（以下RRS）を用いた。
RRSは13項目 6 件法（0.全く当てはまら
ない～ 5.まさに当てはまる）で、得点が高
いほど、セルフコントロールが実行でき
ていると解釈される。なおRSSは以下の
下位尺度から構成される。

（a）改良型セルフコントロール：将来の
結果を予測して、より価値のある結果
に近づこうとすることで、「仕事に集
中できないときは小さな目標を立てて
少しずつ処理する」といった問題解決
的な方略と関連している。

（b）調整型セルフコントロール：スト
レッサーによって妨害された機能の回
復を求めるもので、いわゆる気分転換

（気そらし）や自己教示に関連してい
る。

②日常生活や働く環境の急激な変化に伴う
問題・ストレスへの認知的評価
　鈴木・坂野（1998）の認知的評価測定
尺度（CARS）を用いた。CARSは 8 項目
4 件法（0.全く違う～ 3.その通り）で、
4 つの下位尺度（a「コミットメント」：
直面している状況に対して、積極的に関

わり、状況の改善を図ろうとする程度に
関する評価、b「影響性の評価」：直面
している状況がどの程度自身に影響を及
ぼすかに関する評価、c「脅威性の評価」：
直面している状況がどの程度自身を脅か
すかに関する評価、d「コントロール可
能性」：直面している状況をどの程度統
制できるか・対処できるかに関する評価）
からなる。
　本尺度は調査目的に応じて、認知的評
価の対象となるストレッサー（ストレス
場面）を調査者が設定することができる
ため、本研究では「新型コロナウィルス
感染症拡大は、日常生活のみならず組織
で働く環境そのものを大きく変化させま
した。このような急激な変化に伴って
様々な問題やストレスが生じている状
況」を提示し、この状況に対して回答を
求めた。

（5）仕事のパフォーマンスについて
　仕事のパフォーマンスについて、コロナ前
の自身の仕事パフォーマンスと過去 1 か月
間の仕事パフォーマンスを10段階で評価し
た。両者とも「0」をだれでも達成できるよ
うな仕事パフォーマンス、「10」を最も優れ
た仕事パフォーマンスとした。
　また、コロナ前後のパフォーマンスの変化
を測定するために、コロナ後（過去 1 か月
間のパフォーマンス）とコロナ前のパフォー
マンスの差から、向上（+2）、変化なし（-1
～ + 1 ）、悪化（- 2 ）に分類した。

（6）その他
　その他の項目として、通勤時間、通勤手段、
電車・バスの合計乗車時間、通勤時の混雑具
合、通勤による感染可能性、自宅待機の頻度、
ICT会議と対面型会議との比較、外での飲食
の頻度について尋ねた。
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4 ．分析方法
　抑うつの発症確率を予測する目的で「多重
ロジスティック回帰分析（強制投入法）」を
実施した。その際の手順として康永（2018）
を参考に①調査項目の中から先行研究で抑う
つとの関連が明らかになっている項目および
コロナ禍で抑うつと関連する可能性がある
項目を任意に選定し（表１）、②その項目×
CES-Dのχ2検定（p≦.10で有意）を実施し
た後、③χ2検定で有意な項目を説明変数と
して多重ロジスティック回帰分析（強制投入
法）を実施した。表１のように項目の選定を
行った理由として、サンプルサイズと比較し
て説明変数が多くなることで生じる「過剰適
合」の問題を考慮してのことである。またχ
²検定にて、有意水準を10%に設定した理由
について、より多くの変数を考慮するためで
ある。ロジスティック回帰分析の変数選択の
際の問題点として、単変量解析にて 5 %有意
の変数だけを抽出することで、その他の変数
を無視する危険性が挙げられるが、全ての変
数を投入するわけにはいかない。そのため康
永（2018）を参考に、項目の選定→単変量
解析（10％水準）→多重ロジスティック回
帰分析の順番で変数選択を行った。なお、性
別・年齢・職位・業種・従業員数・仕事のス

トレス・勤務地・残業時間を調整変数とした。
χ2検定および多重ロジスティック回帰分析
はSPSS for windows Ver.28（日本IBM, 東京） 
を使用した。

5 ．倫理的配慮
　調査の実施に際して、関西福祉科学大学研
究倫理審査委員会の承認を得た（承認番号
20-24）。

Ⅲ．結果

1．属性内訳
　対象者の基本属性は表 ２ の通りであった。
主な属性は性別では男性が 6 割、年齢では
40・50代で 4 割強を占め、職位では一般職
が 5 割強と半数を占めていた。勤務地は東
京が32.2％、次に北海道、千葉、埼玉など
の流行地が24.9％、その他の府県が23.3％、
大阪が19.6％であった。業種について、製
造業（20.2％）と建設業（37.0％）が多かっ
た。従業員数は1001人以上の大規模事業所
が66.3％と 6 割以上を占めていた。テレワー
クについて、テレワーク実施者は30.3％で
あった。

表 1：分析で使用する項目
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2 ．抑うつと関連が認められた要因
　ロジスティック回帰分析を実施する際の
変数選択のために、分析で使用する項目×
CES-D（抑うつなし・抑うつあり）のχ2検
定を実施し、有意差が認められた結果を以下
に示した（表３）。なお、調整変数の項目の
結果は省略した。
　そして、表 3 で有意な項目（p≦.10）を
説明変数とした多重ロジスティック回帰分
析の結果を以下に示した（表4）。なお、χ2

検定で抑うつなしが多い群をreferenceとし
た。その結果、抑うつありの特徴として「コ
ロナ前と比較して仕事パフォーマンスの悪
化（B=0.97,オッズ比2.63倍,p≦.001）」「収
入不安の高さ（B＝0.26,オッズ比1.29倍,p
≦.05）」「重症化不安の高さ（B=0.35,オッ
ズ比1.42倍,ｐ≦.05）」「改良型セルフコン
トロールの低さ（B=0.61,オッズ比1.84倍,p

≦.001）」「調整型セルフコントロールの低さ
（B=0.26, オッズ比1.30倍,p≦.05）」「コミッ
トメントの低さ（B=0.33,オッズ比1.40倍,p
≦.05）」「脅威性の評価の低さ（B=0.78,オッ
ズ比2.20倍,p≦.001）」「コントロール可能性
の低さ（B=0.50, オッズ比1.65倍,p≦.001）」
が挙げられた。ロジスティック回帰モデルに
ついて、モデル係数のオムニバス検定がχ²
＝233.531,p＝0.000であったため、モデル
は有意であった。また実測値と予測値の適合
度についてのHosmerとLemeshowの検定は
p≧.05であったため、モデルの適合性・予
測精度は良好と判断された。Nagelkerke R²
は0.214であった。

Ⅳ．考察

　本研究はコロナ禍による日常生活や働き方

表2：回答者の基本属性
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の変化が労働者に大きな影響を与えている状
況に伴い、労働者の抑うつに影響を与える働
き方や生活状況、心理的要因を探索的に検討
し、コロナ禍での労働者の抑うつ予防に寄与
する提言を具体的に行うことを目的とした。

1 ．抑うつとの関連が認められた要因
　本研究では抑うつありの特徴として「収入
不安の高さ」「重症化不安の高さ」「仕事のパ
フォーマンスの悪化」「セルフコントロール
の低さ」「認知的評価の悪さ」が挙げられた。
これら 5 つの要因を改善するためには「直
面する変化や問題に圧倒されず、適切に対処

できるための個人内外の資源の充実を図るこ
と」が重要である。そこで個人レベルと事業
所レベルで対策を提言する。

2 ．個人レベルでの対策について
　本研究では重症化不安の高さと抑うつとの
関連が認められたが、先行研究では「テレビ
やネット」での情報収集とコロナ不安との関
連が認められている（Sasaki et al, 2020）。
このことから「テレビやネットといったメ
ディア媒体から距離を取り、適切で信頼でき
る情報源から情報を集める意識を持つこと」
が重要である。また本研究では調整型セルフ

表3：変数選択のためのχ2検定の結果
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コントロールの低さと抑うつとの関連が認め
られたことから「仕事が煮詰まった時や疲れ
た時に、その疲れに気付き、自分にあった気
分転換（温かいお茶を飲む、ストレッチ、楽
しいことを考えるなど）を通じて対処するこ
と」が重要と考えられる。そのため、いつで
もどこでもできるように、ストレスコーピン
グの方法をリストアップしておくことが抑う
つ予防に役立つと考えられる。

3 ．事業所レべルでの対策について
　事業所レベルでは「事業者からの事業計
画などの今後の見通し（ILO,2020）の共有」

「産業医、産業保健スタッフ等による新型コ
ロナウィルスについての正しい医学的情報の
提供や職場での感染防止対策に関する指針の
立案（日本渡航医学会・日本産業衛生学会, 
2021： Yasuda et al, 2021）」「フォローや上
長との定期的な個人面談等の職場内での支援

表4：「抑うつなしが多い群（reference）」と比較したロジスティック回帰分析の結果
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（Giao, et al, 2020）」「テレワーク勤務の人
も含め、部署内の会議などを通じて、困難度
に配慮した課題を設定し、行動に随伴する結
果の明確化（杉若, 2005）」により、適切な
知識と見通しを持つことが可能となる。その
結果、収入や感染・重症化に対する不安を和
らげ、仕事面では働き方の変化といった問題
に対して圧倒されず対処することができ、結
果的に抑うつ予防につながると考えられる。

4 ．本研究の意義
　本研究の意義は労働者を対象にした研究が
不足していたコロナ禍の初期段階で、抑うつ
に影響を与える要因を検討し、対策の提言を
行ったことは労働者や事業者にとっても有意
義な知見になった可能性がある。また、本調
査は2020年の秋に実施したことで現在の状
況と一般化できない可能性がある一方、日常
生活や就業生活に変化をもたらしうる事象

（新感染症など）が生じた際、本研究がパン
デミック初期・中期段階での抑うつ予防に寄
与することが可能と考えられる。

5 ．本研究の問題点と限界
　本研究の問題と限界点について、 1 つ目
は調査時期が2020年の 9 月から10月という
1 時点で行ったことで、働き方や生活状況、
コロナに関する情報など、現在と異なる可能
性があるため、現時点で本研究の結果の一般
化は必ずしもできるとは限らないと考えられ
る。 2 つ目はクロスマーケティング社での
Web調査と某建設業で実施したWeb調査の
結果を混ぜたことが挙げられる。今回、サン
プルサイズを増やすために 2 つの調査結果
を混ぜて分析を行ったが、その結果、性別や
業種、従業員数など、属性の比率に偏りが生
じた。そのため、今後はそれらの属性をでき
るだけ均一化した上で調査を行うことが重要
と考えられる。 3 つ目は調査項目の中から

分析で使用していない項目があることであ
る。今回、過剰適合の問題から分析段階で項
目を絞ったが、本来は調査段階で「過剰適
合」の問題を想定した上で項目を決める必要
があったと考えられる。

6 ．今後の展望
　今後の展望として、本研究から抑うつ予防
で重要と明らかになった認知的評価とセルフ
コントロールの改善を図る介入研究が増える
ことである。佐々木・川上（2021）はコロ
ナ禍での労働者を対象にした研究の課題の
1 つとして「介入研究がない」ことを指摘し
ている。そのため問題解決技法を始めとした
認知行動療法をベースにした研修を通じて、
認知的評価やセルフコントロールを改善させ
る試みが望まれる。実際、職場内でのメンタ
ルヘルス教育の一環として他の認知行動療法
と併せての問題解決技法が行われ、問題解決
力（Umanodan et al, 2014）などの改善が
明らかになっている。e-learning式でも一定
の効果が認められているため（Umanodan 
et al, 2014）、コロナ禍にて対面での研修が
困難な状況においても、e-learningの活用や
リモート研修も有効と考えられる。
　加えて、本研究の結果は2020年 9 、10月
の一時点であった。したがって、より縦断的
に追跡する中で結果の一般性を確保すること
や時期別での変化を検討していく必要があ
る。

　本論文は2021年度関西福祉科学大学大学
院社会福祉学研究科修士論文をまとめたもの
である。

研究助成
　本研究は第27回日本産業ストレス学会か
ら寄付を受けた。
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